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Ⅰ　は じ め に

　経済協力開発機構（OECD）は 2013 年 10 月
に「国際成人力調査」1）（PIAAC（ピアック）：
Programme	 for	 the	 International	Assessment	 of	
Adult	Competencies;	the	Survey	of	Adult	Skills）の
調査結果を初めて公表した 2）。公表時には日本国
内でも多くの報道がなされ，PISA（OECD生徒の
学習到達度調査）の成人版調査という観点からも
大きな反響を呼んだ。しかし，日本で「成人力」
と訳されているスキルや能力について，なぜここ
まで大規模で国際比較を前提とした調査が実施さ
れ，公表されたのかについて，まだ多くの点が明
らかにされていない状況にある。今後，この調査
結果を何にどう役立てるべきなのか，どのような
可能性を持つ調査なのかについても，十分に説明
されているとは言えないだろう。
　そこで本稿では，PIAACの概要とその主な結
果の一端を紹介しながら，併せて，国際成人調査
の系譜とスキルの不均衡に関する近年の政策的関
心の高まり等について報告することで，限られた
紙幅ではあるが PIAACの調査をとりまく周辺環
境をも視野に入れた報告を行いたい。

　なお，「スキル」「コンピテンシー」「能力」等
はそれぞれ類似した概念を指しながらも微妙に
ニュアンスが異なり，研究者や立場によっても定
義が分かれるところである。本稿では，各用語に
ついての厳密な違いをいったん棚上げし，一律に
同じ概念を指すものとして用いることにする。こ
れはOECD（2013c:	19）のスタンスを踏襲したこ
とによるものである。

Ⅱ　PIAACとは何か（概要）

　PIAACの調査概要とその結果については，原
文では OECD（2013a,	2013c）に，日本語では日
本での調査実施主体である国立教育政策研究所が
とりまとめた資料（国立教育政策研究所編	2013;	国
際成人力研究会編著	2012）に詳しくまとめられて
いる。ここではその要点を中心に記述したい。

1　概　要

　PIAACで実施された調査（the	Survey	of	Adult	
Skills）とは，16 歳以上 65 歳以下の成人を対象と
し，読解力（literacy），数的思考力（numeracy），
IT を活用した問題解決能力（Problem	solving	 in	
technology-rich	environments）という 3 分野のス
キルの直接測定を中心に，成人のスキル発達の状
況，スキルの使用状況，労働市場への参加状況
や健康状態，社会的活動等への参加等の背景情
報も併せて収集された調査を指す。2011 ～ 2012
年に実施された同調査では，OECD 加盟国を中
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心とした 24 の国と地域が参加した 3）。日本では，
2011 年 8 月～ 2012 年 2 月に調査が行われ，全国
の 5278 人の対象者から回答協力を得た 4）。全世
界では 2013 年時点で約 16 万 6000 名が参加した
調査となっている（OECD	2013a:	25）。調査方法
は全参加国共通で，参加者個人にコンピュータ
の使用経験がない等の特別な場合を除き 5），コン
ピュータに対して回答する形式（CBA:	Computer-
based	Assessment）で実施された。コンピュータ
調査の場合，回答結果によって次に提示される設
問の難易度が変わる形式（適応型テスト：adaptive	
testing）で出題されている（OECD	2013b）。回答
には制限時間がなく，参加者によって回答する設
問数や長さも異なるが，概ね 1時間半～ 2時間程
度の回答時間であったと報告されている。

2　測定分野とその背景

　先ほど述べたように，PIAAC調査での中心的
な測定分野は，読解力，数的思考力，IT を活用
した問題解決能力の 3 分野のスキルである。こ
の 3分野に関しては，スキルの有無や程度を回答
者に自己申告させるのではなく，直接設問を解
くことでその分野の認知的能力の程度（OECDで
は「スキル習熟度（skills	proficiency）」という名称
を使っている）を把握しており，当調査の中で最
も重要視されている測定分野である 6）。この 3分
野は「様々な情報の処理・活用に関するキー・ス
キル（key	information-processing	skills）」と定義さ
れている。この 3つのキー・スキルに絞り込んだ
背景としては三点あり，第一にこれらのスキルが
労働市場や教育・訓練，社会生活や市民生活への
完全参加のために不可欠であること，第二に，多
くの社会的文脈や職場場面と関連の深いスキルで
あり，様々な社会的場面で活用される可能性があ
ること，第三に，後天的に学習可能なスキルであ
るため，政策的介入の余地があることとしている
（OECD	2013c:	18-19）。すなわち，これらの 3分野
のスキルは，情報技術の発達した現代社会に生き
る成人にとって，仕事や社会生活を送る上で不可
欠であり，たとえ不足していたとしても教育訓練
等の政策手段によって後天的に学習し，補うこと
が可能であることを示している。

　このように，PIAACでは，「様々な情報の処理・
活用に関するキー・スキル」の 3分野を直接測定
したことが大きな特徴であるが，それだけではな
く，他にも三つの特徴が挙げられている（OECD	
2013c,:	18―19）。
　一つは，コンピテンシーの保有量ではなく「活
用状況」を重視した概念を別途測定している点で
ある。つまり，語彙の豊富さ等といった現時点で
保有している能力や知識量ではなく，仕事場面や
日常場面でどの程度スキルを頻繁に活用している
かという指標で可能な限り客観的に測定すること
を意味する。
　第二に，いわゆる能力値であるスキル習熟度
を連続値で把握していることである。3 分野の
キー・スキルに関する各設問は，正解へたどり着
くまでに必要な手順の複雑さや，必要となる情報
や知識の性質によって厳密に設定されたものが使
用されており，ある領域の習熟度の得点が低い場
合は，複雑性の低いタスクしかこなせないことを
意味し，一方で得点が高い場合は，複雑な手順を
必要とする情報処理を得意とすることを意味して
いる。このように，現代社会の様々な日常場面の
タスクに必要な情報処理の複雑性という点におい
て，各スキル領域はそれぞれが一次元の尺度と
なっている。
　第三に，スキルを取り巻く文脈上の情報も重視
している点である。3分野のキー・スキルの直接
測定を行うだけでなく，スキルに関連する経済
的・社会的アウトカムに関する情報も同時に取得
することで，スキルの獲得や喪失のメカニズムと
いった，政策的に意義のある情報を提供しようと
している。例えば，各スキルの使用頻度（日常場
面や職場など），各スキルを職場で求められる程度，
対人スキル（協調，他者への影響力等），物理的
スキル等についても背景調査（BQ：Background	
Questionnaire）の中で尋ねられている。結果とし
て，表 1に表されているような内容が調査全体に
含まれている。これらは，キー・スキルの直接測
定と対比して，間接測定（indirect	assessment）と
呼ばれているが，この部分の回答にも多くの時間
を要する調査設計となった背景には，回答者の属
性等の背景に関する情報が少なかったことで政策
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に関連する分析が十分にできなかった過去の類似
調査での経験と反省を踏まえたことによるもので
ある。

3　主な結果

　当調査結果を詳細に紹介するだけの紙幅がない
ので，主な結果に絞って，以下に簡単に報告する。
（1）3分野のスキル習熟度に関する結果
　3分野のスキル習熟度に関して，日本の結果を
中心にまとめたのが表 2 である。スキル習熟度
は各領域で一次元の連続値で表されるが，OECD
では便宜的に習熟度の高さを 6つのレベル（「IT
を活用した問題解決能力」では 4つのレベル）によっ
て区分して分析している。最も高い得点（習熟度）
を得た群をレベル 5（「ITを活用した問題解決能力」
ではレベル 3）とし，最も低い方をレベル 1未満

としている。
　この表からも明らかなように，日本は読解力・
数的思考力ともに最も習熟度レベルが高い国の一
つであった。特徴的なのは，習熟度の中庸レベル
（レベル 3～ 4）の層が厚く，習熟度の上位 5％と
下位 5％の得点差が参加国中最小であることに示
されているように，比較的どの国民も均質な能力
発揮をしていることである。報告書には学歴との
関係も後に述べられているが，日本の場合，高等
学校卒業程度の学歴であっても，習熟度レベルの
高い層が多いことが特筆されている。
　ITを活用した問題解決能力に関しては，ITを
活用できない層が多いという特徴がある一方で，
ITを活用できている層では習熟度が高いという
二極化の傾向を示していることが明らかとなって
いる。

表 1　PIAAC評価分野と背景調査の概要

領域 定義・内容

直接測定

読解力
社会に参加し，自らの目標を達成し，自らの知識と可能性を発展
させるために，書かれたテキストを理解し，評価し，利用し，こ
れに取り組む能力

数的思考力
成人の生活において，様々な状況の下での数学的な必要性に関わ
り，対処していくために，数学的な情報や概念にアクセスし，利
用し，解釈し，伝達する能力

ITを活用した
問題解決能力

情報を獲得・評価し，他者とコミュニケーションをし，実際的な
タスクを遂行するために，デジタル技術，コミュニケーションツー
ル及びネットワークを活用する能力

間接測定
（背景調査）

基本属性
及び背景

基本属性（年齢・性別等），世帯・家族構成，言語的背景，移民状況，
社会的背景，地域

教育・訓練
学歴，在学・退学状況，過去 1年間の学校教育，過去 1年間の学
校教育以外の学習プログラム，その他の学習活動，過去 1年間の
教育・訓練への参加状況，教育・訓練参加の支障，学習スタイル

就業状態
及び職業

就業状態，職歴，現在の職業（業種，職種，従業員・事業主の別，
働き始めた年齢，従業員数，管理・監督責任の有無，雇用契約の
種類，勤務時間，裁量の範囲，仕事に対する満足度，賃金・事業
収入の総額），直近の職業（※現在未就業だが過去 5年以内に就
業経験のある人のみ回答）

社会的
アウトカム

信頼感，政治的効用感，ボランティア，健康状態

スキル
使用頻度

（※「仕事上の
スキル使用」
は，就業者と
過去 1年以内
の就業経験者
のみ回答）

認知的スキル
読解力（仕事上，日常生活上），筆記力（仕事上，日常生活上），
数的思考力（仕事上，日常生活上），問題解決能力（仕事上）
その他
コンピュータの使用（仕事上，日常生活上），協働（仕事上），影
響（仕事上），学習（仕事上），組織・計画（仕事上で自分及び他
人の業務計画・時間管理），肉体労働（仕事上で長時間の肉体労働，
精密作業）

出所：国立教育政策研究所編（2013:	58―59）を元に筆者改変。
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表 2　PIAACスキル習熟度に関する結果概要

読解力 数的思考力 ITを活用した問題解決能力

スキル習熟度
の各レベル構
成割合に関す
る主な結果

■レベル5の割合が多い国：
1位：フィンランド（2.2%），5位：
日本（1.2%）（OECD平均0.7%）
■レベル4の割合が多い国：
1位：日本（21.4%）（OECD平均
11.1%）
■レベル3の割合が多い国：
1位：日本（48.6%）（OECD平均
38.2%）
■レベル2の割合が少ない国：
1位：日本（22.8%）（OECD平均
33.3%）
■レベル1の割合が少ない国：
1位：日本（4.3%）（OECD平均
12.2%）
■レベル1未満の割合が少ない
国：
1位：日本（0.6%）（OECD平均
3.3%）

■レベル5の割合が多い国：
1位：フィンランド（2.2%），7位：
日本（1.5%）（OECD平均1.1%）
■レベル4の割合が多い国：
1位：日本（17.3%）（OECD平均
11.4%）
■レベル3の割合が多い国：
1位：日本（43.7%）（OECD平均
34.4%）
■レベル2の割合が少ない国：
1位：ベルギー（27.7%），2位：日本
（28.1%）（OECD平均33.3%）
■レベル1の割合が少ない国：
1位：日本（7.0%）（OECD平均
14.0%）
■レベル1未満の割合が少ない
国：
1位：日本（1.2%）（OECD平均
5.0%）

■レベル3の割合が多い国：
1位：スウェーデン（8.8%），3位：
日本（8.3%）（OECD平均5.8%）
■レベル2の割合が多い国：
1位：スウェーデン（35.2%），14
位：日本（26.3%）（OECD平均
28.2%）
■レベル1の割合が少ない国：
1位：ポーランド（19.0%），2位：日
本（19.7%）（OECD平均29.4%）
■レベル1未満の割合が少ない
国：
1位：日本（7.6%）（OECD平均
12.3%）
－－－
■「コンピュータ経験なし」の回
答割合の多い国：
8位：日本（10.2%）（OECD平均
9.3%）
■「事前テスト不合格者」の割合
が多い国：
1位：日本（10.7%）（OECD平均
4.9%）
■コンピュータによるテストを
拒否した割合が多い国：
1位：ポーランド（23.8%），3位：日
本（15.9%）（OECD平均10.2%）

平均得点

■16～65歳：
1位：日本（296点），2位：フィンラ
ンド（288点）（OECD平均273点）
※1位・2位間に有意差あり
■若年層（16～24歳）：
1位：日本（299点），2位：フィンラ
ンド（297点）（OECD平均280点）
※1位・2位間に有意差なし

■16～65歳：
1位：日本（288点），2位：フィンラ
ンド（282点）（OECD平均269点）
※1位・2位間に有意差あり
■若年層（16～24歳）：
1位：オランダ（285点），3位日本
（283点）（OECD平均271点）※1
位・3位間に有意差なし

■コンピュータ調査解答者のみ
に限定した場合の平均得点：
1位：日本（294点），2位：フィンラ
ンド（289点）（OECD平均283点）

得点分布

■上位5%と下位5%との得点
差：
最小：日本（129点）（OECD平均
152点）

■上位5%と下位5%との得点
差：
最小：日本（143点）（OECD平均
167点）

―

注	1）	：各スキル習熟度は，IRT（項目反応理論）に基づいて得点化され，0～ 500 点の範囲で示されている。
　	2）	：得点と習熟度レベルの関係は以下の通り。
〈読解力，数的思考力〉･･･（全 6カテゴリ）
　レベル 5･･･376 点以上，レベル 4･･･326 ～ 375 点，レベル 3･･･276 ～ 325 点，レベル 2･･･226 ～ 275 点，
　レベル 1･･･176 ～ 225 点，レベル 1未満 ･･･175 点以下
〈ITを活用した問題解決能力〉･･･（全 4カテゴリ）
　レベル 3･･･341 点以上，レベル 2･･･291 ～ 340 点，レベル 1･･･241 ～ 290 点，レベル 1未満 ･･･240 点以下
	 3）	：キプロス，フランス，イタリア，スペインは「ITを活用した問題解決能力」に参加していない。
出所	：国立教育政策研究所編（2013:	82―90,	102―110,	119―131）の記述をもとに筆者作成。

74 No. 650/September 2014



（2）他の背景調査に関する主な結果とスキル習
熟度との関係

　年齢　参加国全体の傾向として，スキル習熟度
は 30 歳前後をピークに徐々に低下する傾向が確
認された。日本でも同様の傾向がみられるが，さ
らに特徴的なこととしては，読解力・数的思考力
のスキル習熟度がどの年齢層でもOECD平均を
上回っていること，高年齢層でも比較的高い習熟
度が維持されていることであった。IT を活用し
た問題解決能力に関しても，60 ～ 65 歳を除いた
全年齢層で，習熟度がOECD平均を上回ってい
た。
　性別　参加国全体の傾向として，男性の方が女
性よりもスキル習熟度の平均値が有意に高く，日
本も同様の傾向が見られた。読解力では比較的男
女差は小さいものの，数的思考力，IT を活用し
た問題解決能力では男女差が広がる傾向にあっ
た。一方，年齢層ごとに学歴を統制して比較した
場合，日本のデータでは読解力に関する男女間の
有意差はなくなり（むしろ女性の点数の方が高い場
合もあり），数的思考力についても多くのセグメ
ントで統計的有意差が見られなくなる傾向が得ら
れた。このような傾向は，OECD 平均が示す傾
向とは異なっていた。
　本人の学歴　参加国全体で，高等教育修了者の
スキル習熟度が最も高く，後期中等教育未修了者
のスキル習熟度が最も低いという傾向が確認さ
れ，日本も同様であった。しかし日本では，読解
力・数的思考力のいずれも，低い学歴でも高い習
熟度を示す国として特筆されており，学歴の違い
による習熟度の差が小さい傾向が見られた。
　職業　一般に職業で求められる認知的なスキル
の困難性に沿って，職業大分類レベルの職業名
を「スキルド・ワーカー」「セミスキルド・ホワ
イトカラー」「セミスキルド・ブルーカラー」「単
純作業の従事者」の 4グループに分けた場合，こ
の順に習熟度が低くなる傾向が参加国全体で確認
され，日本でも同様の傾向が得られた（日本の平
均得点をこのグループ順に示すと，読解力：311 点，
297 点，286 点，280 点。数的思考力：310 点，286 点，
278 点，265 点）。一方，日本は職業の違いによる
スキル習熟度の差が最も小さい国の一つであるこ

とも確認された。しかし，学歴や移民等の属性を
考慮すると，習熟度の違いは半分程度にまで圧
縮されるとの報告もあり（OECD	2013a:	132―134），
職業間で習熟度の違いが出る要因の大部分は職業
に就く以前の属性（学歴等）も大いに関係すると
分析されている。
　職場での各種スキル使用状況（使用頻度）　OECD	
による分析では，仕事場面のスキル使用頻度に関
する指標を，1つの設問への回答もしくは複数設
問への回答状況を元に 12 指標にまとめている。
この 12 指標は大きく二分されており，一つは情
報処理系スキル（読解スキル，筆記スキル，数的思
考スキル，ICT スキル，問題解決スキル），もう一
つはその他の汎用的スキル（作業の裁量，仕事を
通じた学習，影響を与えるスキル，協働スキル，時
間管理スキル，器用さ，身体的スキル）となっている。
各スキル使用頻度を国際比較したところ，情報処
理系スキルに関して，日本は職場での「読解スキ
ル」と「筆記スキル」の使用頻度がOECD平均
より高く，「数的思考スキル」「ICTスキル」「問
題解決スキル」の使用頻度がOECD平均より低
いという特徴が明らかとなった。
　次に，前述のスキル習熟度（読解力，数的思考
力）と対応するスキル使用頻度の指標（読解スキ
ル，数的思考スキル）とを比較した。読解力と仕
事での読解スキルの使用頻度，数的思考力と仕事
での数的思考スキルの使用頻度，というそれぞれ
のペアに関して，スキル習熟度レベルが上がると
使用頻度の中央値も上がるという関連性が見出さ
れたが，必ずしも頻度の明確な上昇が見られたわ
けではなく，弱い相関にとどまることが指摘され
ている（OECD	2013a:	166―167）。すなわち，習熟
度レベルの高い人が，習熟度レベルの低い人より
も職場でのスキル使用頻度が低いことも頻繁に起
こりうることを意味している。むしろ，職場での
スキル使用頻度を決める最大の要因は職業である
（つまり，特定領域のスキルを多く使う職業であるか
どうか）と指摘されている。このような，本人の
スキル習熟度と仕事で求められるスキル使用頻度
とのミスマッチは広がる傾向にあると結論づけら
れている。
　なお，読解力と数的思考力のスキル習熟度に関
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しては次のような分析も行われている。同国内で
自分と同じ職業に就く人で「スキルがマッチして
いる人（スキル適合者。後述）」のスキル習熟度の
範囲と比較し，自分のスキル習熟度の方が高い
（オーバースキル）人の割合は，日本の場合，読解
力で 9.8％（OECD平均 10.3％），数的思考力で 7.9％
（OECD平均 10.0％）であった。逆に，自分のスキ
ル習熟度の方が低い（アンダースキル）人の割合は，
読解力 3.1％（OECD平均 3.6％），数的思考力 4％
（OECD平均 3.6％）であった。
　学歴ミスマッチ　日本は，自分の学歴と比べて，
仕事で必要とされる学歴の方が低いと回答した割
合が 31.1％であり，OECD平均（21.4％）を上回り，
最も高い国の一つであった。逆に，仕事で必要と
される学歴の方が高いと回答した割合は 8.0％で，
OECD平均（12.9％）を下回り，低い国の一つで
あった。スキル習熟度との関連性をみると，仕事
で求められる学歴よりも自分の学歴の方が高い人
は，スキル習熟度の点数が低く，逆に自分の学歴
の方が低い人は，スキル習熟度の点数が高い傾向
が示されていた。その原因として，仕事で求め
られるよりも自分の学歴の方が高い人は，その学
歴の人が本来持つべき習熟度を持っておらず，そ
のために低い学歴でも十分な仕事に就く傾向があ
ること，逆に，自分の学歴の方が低い人は，本人
がその仕事に必要とされるスキルや習熟度を既に
保持しているが単に学歴がそれを示さないだけの
ケースが考えられるとしている。なお，自分の学
歴よりも仕事で求められる学歴の方が低い就業者
は，自分と同程度の学歴とスキル習熟度があり，
なおかつ仕事と学歴がマッチした就業者と比べた
場合に，賃金が各国平均で約 13％（日本のデータ
では約 15％）低くなることも示されている（OECD		
2013a:	178―180）。
　スキルと経済的アウトカム　就業状態と読解力
習熟度との関連では，参加国全体でみると就業者
の方が失業者よりも平均得点が高い傾向にあった
が，日本はその傾向が確認されなかった。賃金
と読解力習熟度との間には正の相関が確認されて
おり，レベル 1 以下の就業者と比較してレベル
4・5 の就業者の賃金の中央値はOECD平均で約
60％高いことが確認されている（日本も同程度）。

しかし，習熟度（読解力・数的思考力）と学歴が
それぞれ独立して賃金に影響を与えていると仮定
した分析において，習熟度よりも，学歴（教育年数）
の方が賃金に与える影響が強いことが報告されて
いる。

Ⅲ　PIAACの背景とスキル評価に関す
る関心

　以上で示したように，PIAACで実施された調
査では，キー・スキルと他の背景指標との関連が
特に重視されている。そこで本節では，PIAAC
の実施背景にある，OECD に関連した成人対象
の調査をThorn（2009）にあるレビューを元に概
観し，現在注目されているスキルミスマッチ（skills	
mismatch）の議論についても紹介しておきたい。
なお，以下の記述は，話の流れを損なわない程度
に，深町（2008）と一部重複させている部分がある。

1　成人を対象とした国際調査の歴史

　成人対象の大規模なリテラシー調査の試み
は，1980 ～ 1990 年代のアメリカとカナダに源
流がある。アメリカの ETS（Educational	Testing	
Service）とカナダ統計局（Statistics	Canada）が
若年者向けのアセスメントの開発に着手したの
がこの時期にあたる。アメリカでは，1985 年に
若年求職者向けに YALS（Young	Adult	Literacy	
Survey）が実施され，1992 年には全国成人リテラ	
シー調査（NALS：National	Adult	Literacy	Survey）
が実施された。カナダにおいても，日常生活
でのリテラシースキル調査（LSUDA：Canadian	
Survey	of	Literacy	Skills	Used	 in	Daily	Activities）
が行われたのは 1989 年である。このような大規
模国内調査を実施したことで，両国内において低
レベルのリテラシー層の存在が無視できない状況
にあることが判明した。このような，教育・訓練
政策に影響を与えられる実力を持つ調査の存在に
関心が集まり，OECD のレポートで取り上げら
れたのが 1992 年である。一方，当時のリテラシー
測定のスケールは開発途上であり，政策分析のた
めにはより精度の高いデータ収集が必要との議論
もあり，そこにはOECDのような国際機関が国
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際比較可能なデータ収集と分析を主導すべきだと
いう議論が出てきた。そこで，1990年代前半から，
OECDとカナダ統計局，ETS が協同して開始さ
れたプロジェクトが，IALS（国際成人リテラシー
調査：International	Adult	Literacy	Survey）となっ
て結実し，世界初の国際的な成人リテラシー調査
となったのである。IALS は 1994 年に第 1 回の
データ収集が行われ，9カ国が参加し，1995 年に
結果が公表された（ただしフランスのデータは統計
的な疑義が付され非公表となった）。その後，1996
年，1998 年にもデータ収集が行われ，合計で 22
カ国が参加した。その間に IALS に基づいて国内
調査を並行して実施した国もあり，実際に IALS
に関連してリテラシー調査を行った国はさらに多
くなった。
　2002 年には，カナダ統計局が中心となって
IALS の後継となる成人リテラシー調査（ALL：
Adult	Literacy	and	Life	Skills	Survey）の開発が
計画された。ALL では 7 つのスキル分野（prose		
literacy，document	literacy，numeracy，teamwork，	
problem-solving，practical	cognition，working	with	
information	technology）を測定することが計画さ
れたが，一部の測定領域については尺度の信頼性
が十分確保できなかったため見送りとなり，実
際の調査では ICT への親和性と使用に関する項
目だけが実施された。2002 ～ 2003 年に第 1ラウ
ンドとして 7カ国が参加し，2006 年には追加で 5
カ国が参加した。
　OECDが PIAACの実施可能性について検討を
開始したのは 2003 ～ 2004 年頃であり，PIAAC
の調査全体の計画である Proposed	Strategy
（OECD	2005）が完成されて加盟国に公表され，
会議の議題として上ることとなったのは 2005 年
10 月である 7）。その後，準備期間を経て，2008
年前半には当プロジェクトの運営主体である
BPC（参加国会議）が発足し，調査の設計と実査
にあたる国際コンソーシアムが指名され，ETS
を初めとする複数の研究機関が選定され，調査が
実施されることとなった。
　このように，成人を対象とした国際調査が計画
された背景には，成人リテラシーが低い層に対す
るアプローチが当初の政策的関心の中心であった

ことは間違いない。しかしその関心だけでは，今
回の PIAACのように多くの参加国が集まること
はなかった。さらに別の背景として，近年注目さ
れている成人のスキルの過不足状況への関心とい
う方向からのアプローチもあった。次にその動向
について紹介したい。

2　スキルミスマッチへの政策的関心と新しい測定

の試みとしてのPIAAC

　仕事で発揮するスキルや職業能力に関して，欧
米を中心に近年関心が集まっているのは，仕事
で求められるスキルと自分のスキルが合わない
状態で就業するというスキルミスマッチ（skills	
mismatch）やスキルギャップ（skills	gap）の現状
把握とその対処についてである（CEDEFOP	2010
他）。特に，自分のスキルに見合わないような低
いレベルの仕事に就いている人が，せっかく身に
つけている高いスキルを風化させ，劣化させてし
まうことはスキルの無駄遣い（waste	of	skills）を
生むとされ，問題だとしている。同時に，高スキ
ルの人が低スキルの人向けの仕事を奪い取って
しまうことも懸念されるとしている。人間の持つ
スキルと仕事で要求されるスキルとにギャップが
生じている状態（スキルギャップ）があったとし
て，その中でも特に，自分のスキルの一部が職場
で求められないために使われないままでいる状況
を，「スキルの過小利用（skills	underutilisation）」
と呼ぶ。逆に，職場で自分の持っているスキル
以上に過大なスキルを求められ，それに合わせ
て過大に使おうとする状況を「スキルの過大利
用（skills	overutilisation）」と呼ぶ。Desjardins	&	
Rubenson	（2011）	によると，従来の学界や政策上
の関心事項は，高等教育機関への進学率の高まり
等を受けて高学歴者が増加し，仕事で求められる
学歴よりも本人の学歴の方が高いという「学歴超
過（over-qualification,	over-education）」現象への
対処や，一方で適切なスキルを持つ人材が集ま
らないという「人材不足（skill	shortages）」の問
題であったという。ところが近年では，スキル
ギャップやスキルの過小利用という「不均衡状態
（imbalances）」への懸念と解消という話題に関心
が移りつつあると指摘している。実際に，欧州委
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員会（EC）では 2008 年のボルドー・コミュニケ
（Bordeaux	Communiqué）において，スキルミス
マッチの実態把握とその回避が政策的優先事項と
して定義されている。
　スキルのある人が仕事でスキルを使わないこと
がなぜそれほど深刻な問題になるのかというと，
スキルはモノとは異なり，使わない状態が長期化
することで劣化し，失われるからである。失われ
たスキルを取り戻すには教育訓練への再投資も必
要となり，そこにも無駄が発生する。そのような
状況が多発する社会では経済全体の生産性の低下
をもたらすことが懸念される。逆に，スキルがあ
まり高くない人が仕事で求められるスキルが高度
なために必死に食らいつく状況（overutilisation）
も，一見，スキルが伸びる可能性があるので好ま
しいように思えるのだが，本人に過大な精神的ス
トレスがかかるため，結果的に生産性にマイナス
の影響を及ぼすことが指摘されている（Pellizzari	
&	Fichen	2013）。スキルミスマッチの背景には労
働者側，企業側等による様々な要因が考えられる
が，技術革新によって同じ仕事に就いている人で
も求められるスキルが刻々と変化していることも
原因の一つと言われている。
　このようなスキルミスマッチやスキルギャップ
に対し，従来の測定技術では本人の自己申告によ
るスキルの使用状況の回答を元に測定が行われて
いたが，結果として客観的で信頼性の高いデータ
を取得することが困難であった。そうした技術的
限界を超えるデータを持つのが今回の PIAACで
行われた調査であり，従来の欠点を克服できたと
している（Pellizzari	&	Fichen	2013）。
　PIAAC 調査の報告で実際に実施されたスキ
ルミスマッチの測定方法は次の通りであった
（OECD	2013a:	172）。背景調査の中で，①「現在
の職務よりもっと高度な職務をこなすことができ
る技能を持っていると感じますか」という問いに
「いいえ」と回答し，さらに，②「現在の職務を
十分にこなすには，さらなる訓練や研修が必要だ
と感じますか」という問いに「いいえ」と回答し
た人を，自分のスキルと仕事のスキルが適合した
人（well-matched：以下，スキル適合者と記述）と
みなし，彼らのスキル習熟度の上限と下限の得点

域を，その仕事にマッチした能力の範囲と定義し
た（実際には外れ値の影響を考慮し，5パーセンタイ
ル値から 95 パーセンタイル値までの範囲で設定して
いる）。そして，各国での同一職種に就いている
人の中で，その得点域よりも高い得点を得ている
人をスキル超過者（over-skilled），低い得点を得
ている人をスキル不足者（under-skilled）と定義
した。
　スキルの過不足に関するこのようなグループ
ごとに，仕事の場面で使われる各情報処理スキ
ルの使用頻度を比較した結果が報告されており
（OECD	2013a:	179），その一部を作表したものが
図 1である。スキル適合者と比較した場合に，ス
キル超過者は全般的に各スキルの使用頻度が少な
く，逆にスキル不足者は使用頻度が多いことが示
されている（ただし，日本の結果に関しては，スキ
ル超過者もスキル適合者もスキル使用頻度はほぼ同
程度であり，他国とはやや異なる傾向を示している）。
つまり，仕事で求められる以上のスキルを持つ人
は，仕事の場面でのスキル使用頻度が落ち，スキ
ルの過小利用につながる傾向がみられ，逆にスキ
ル不足者の場合は，仕事場面でのスキルの過大利
用が示唆される結果が得られたことになる。
　PIAAC では，3 領域のスキル習熟度と，それ
と同一分野でのスキル使用頻度のデータの両方を
使うことができるため，このような方法でスキル
ミスマッチを測定することが可能となった。参加
国も従来の国際成人調査より格段に増え，結果の
説得力も増したと言えよう。しかし，上記の背景
調査の 2問に対する回答によって「スキル適合者」
を割り出すという方法には全く問題がないわけで
はなく，特に日本のデータに関してはやや懸念さ
れる面がある。図 2は，上記の 2設問に対する「は
い」「いいえ」の回答割合を組み合わせて国際比
較したものである。日本はこれらの質問に対して
他国と明らかに異なる反応をしていることがわか
る。すなわち，「現在の職務よりもっと高度な職
務をこなす」スキルがなく，「さらなる訓練や研修」
が必要と答える人（図で黒色の部分）が多かった。
一方，他国では「現在の職務よりもっと高度な職
務をこなす」スキルがあり，「さらなる訓練や研
修」が不要と回答する傾向が多く（図で薄い灰色
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図 1　仕事で使われる各スキルの使用頻度（主要国のみ・スキル過不足による群間の差分）

図 2　スキルの過不足状況に関する 2設問（※注を参照）への回答状況比較

出所：OECD（2013a:	179）Figure	4.31 より一部抜粋

注　：	2 設問とは，①「現在の職務よりもっと高度な職務をこなすことができる技能を持っていると感じますか」と，②「現在の職務を十分にこな
すには，さらなる訓練や研修が必要だと感じますか」である。各設問への「はい」「いいえ」の組み合わせの回答割合をグラフに示した。

出所：	PIAACの公開データを元に筆者作成（ウェイト調整済の値）
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の部分），対照的である。翻訳や翻案の事前調整
を入念に行った上で調査を実施していてもこのよ
うな事態を完全に防ぐことは難しく，まさに国際
調査ならではの難しさを示す証左とも言えるが，
このように，回答に文化的差異が大きくみられる
項目を使って重要なグループ分けがなされている
ことを踏まえた上で，先ほどのスキルミスマッチ
の結果を解釈する必要があるのではないかと思わ
れる。

Ⅳ　終 わ り に

　以上に示したように，PIAACでは，情報技術
の発達した現代社会を生きる成人にとって，職場
等の場面で必要とされる情報処理系スキルを中
心に，多様な調査項目を用いた測定が行われた。
様々な限界がありながらも，最新の調査技術を駆
使して，全世界で統一的な基準を使って大規模に
スキル調査ができたことは，大きな意義を持つと
思われる。このような調査が当初の計画に沿って，
PISA と同様に数年・数十年サイクルで今後実施
されることになれば，調査の持つ価値もさらに上
がると考えられる。本節では最後に，調査結果を
受けて，今後の課題や活用可能性について二点述
べておきたい。
　一つは，今後のOECDでの開発可能性への期
待として，当調査のメインであるスキル習熟度（特
に読解力）について，難易度の再検討か，もしく
は読解力が高度に備わった国における就業状況に
多少は影響を及ぼすような新たなスキル領域の検
討・開発がなされるべきではないかと考える。移
民等の様々な国内事情のために識字率の低い層が
一定以上存在する国では，このスキル習熟度とい
うものさしは有効に作用すると思われるが，一定
以上の読解力が備わっている国への情報量として
は残念ながらそれほど多くはない。それは，日本
の労働市場において母国語である日本語の高い
「読解力」を持つことが，既に所与の基本的要件
になっているからに他ならない。また，情報技術
の発達した現代を生きる成人にとって，仕事や社
会生活を送る上で不可欠なスキルや能力というの
は，今回の調査領域だけでは当然不十分である。

この点は，OECDの報告書でも認識されており，
今後の開発可能性に期待したいところである。
　二点目として，そのような限界を認識しつつも，
日本において現在得られているデータに関しては
最大限活用を図るべきだと考える。データが活用
されなければ，枠組みを含めて初回から当調査に
参加した意義が薄れてしまうだろう。例えば参加
国の一つであるアメリカは既に二次分析に関する
レポートを公表しており，成人リテラシーの低
い層の存在が 1990 年代半ばと比べてほとんど改
善されていないこと等が報告されている（OECD		
2013d）。日本においても，表 2 にみられるよう
な表面的な結果の「良さ」に惑わされることな
く，スキルの活用状況（スキルの過小利用，過大
利用も含む）や業種・職種，教育訓練への参加状
況等，多種多様な変数について，今後研究者間で
の活用が一層進むことが望まれる 8）。ただし，調
査データの扱いには若干注意が必要である。各国
約 5000 人分のデータには 16 ～ 65 歳までの多様
な成人層が広く浅く収集されているため，複数の
属性で絞り込むとデータの個数が少なくなりやす
い。したがって，PIAACの日本の調査結果単独
での解釈は慎重にすべきであり，国内の同種の調
査結果と合わせて傾向をみる方が望ましいと思わ
れる。また，PIAACは国際比較ができることが
最大の強みであるため，国際比較を中心に活用す
る方が目的に即している。
　今後，一般からのデータ活用が進み，併せて調
査内容自体の改善が進むことで，日本を含め世界
における職業能力評価の一指標として，PIAAC
で行われる調査にはますます大きな期待が寄せら
れるだろう。将来的にその期待に応えられるよう
な調査や指標になりうるのかどうか，筆者も一般
ユーザの一人としてその動向を注意深く見守って
いく必要があると考えている。

	1）筆者が 2008 年にとりまとめた報告（労働政策研究・研修機	
構	2008;	深町	2008）は，PIAACへの正式参加が決まる前の
段階で執筆されたもので，PIAAC に「国際成人技能調査」
という仮訳をあてていた。その後，本調査への正式参加が決
まり，日本での調査実施主体である国立教育政策研究所に
よって，当調査の正式名称として「国際成人力調査」が採用
されている。

	2）厳密には，PIAAC は今回結果発表された調査（the	Sur-
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vey	of	Adult	Skills）を包含する概念であり，一連の調査計
画である。つまり，今回紹介する成人調査は，PIAACによ
る主要な成果物の一つという位置づけである。ただし，本文
中では煩雑さを避けるため，PIAAC ＝「国際成人力調査」
として扱う。PIAACでは他にも，希望者（個人や団体）が
調査と同種の設問をいつでも受験できるオンラインアセスメ
ントの開発も行っており，今後も成人スキルの測定に関連し
た各種情報やツール等を発信していく可能性がある。

	3）参加国はOECD加盟国 20 カ国（オーストラリア，オース
トリア，カナダ，チェコ，デンマーク，エストニア，フィン
ランド，フランス，ドイツ，アイルランド，イタリア，日本，
韓国，オランダ，ノルウェー，ポーランド，スロバキア，ス
ペイン，スウェーデン，アメリカ），地域として参加した 2
地域（ベルギー（フランドル地域），イギリス（イングラン
ド及び北アイルランド）），OECD非加盟国 2カ国（キプロス，
ロシア）であった。なお，2013 年 10 月の最終報告書に結果
が公表されているこれらの国々は「第 1ラウンド」の参加国
であり，現在，同内容の調査が新たな 9カ国に対して実施さ
れており（第 2ラウンド），現時点で合計 33 の国と地域が同
調査に参加していることになる。2014 年からは第 3ラウン
ドが開始されるとのことで，新たな参加国の募集が行われて
いる。今後，各ラウンドで実施された調査結果が PIAACの
ホームページ等を通じて順次公開されてゆくと思われる。

	4）オーバーサンプリング等の特別な場合を除き，各国で約
5000 人規模のデータ収集が行われているが，PIAACではこ
の約 5000 人の回収標本から，各国の 16 歳以上 65 歳以下の
全ての個人（目標母集団）の成人力と各種背景情報を調査す
ることを目的としている。そのため，分析や結果の表示には
各国の回収標本の偏りを修正するために算出された重み付け
を行う必要がある。詳しくは，国際成人力研究会編（2012:		
133―166）に書かれた調査技術を参照していただきたい。

	5）特別な場合とは，参加者にコンピュータ使用経験がない場
合のほか，参加者がコンピュータ調査を拒否した場合や，コ
ンピュータ調査に回答する上での基本操作を試す小テストに
「不合格」となった場合，その後の調査へ進めない仕組みと
なっている。そのような参加者に対しては紙ベースでの調査
（PBA:	Paper-based	Assessment）が実施された。
	6）各分野の具体的な設問は，国立教育政策研究所の PIAAC
関連情報の書かれたホームページ上にある問題例や，国立教
育政策研究所編（2013）を参照していただきたい。

	7）この Proposed	Strategy の概要と解説は，労働政策研究・
研修機構（2008）を参照。

	8）PIAACの調査項目数は膨大なため，OECD（2013a）には
主だった分析結果のみが報告されている。それ以外の分析を
行いたい場合は，OECD のホームページ上に無料で公開さ
れている各国データをダウンロードし，必要な重み付けを施
した上で手持ちの統計ソフトで分析を行う。重み付けを自

動的に行うフリーソフトやマクロについての情報も同ホー
ムページ上にある。あるいは，主要な変数に関してはブラ
ウザ上で簡単にクロス表等を作成できるツールもあるため
（International	Data	Explorer），統計ソフトがなくてもこの
ツールを使えばある程度の分析を行うことができる。
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